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Healthcare note（公共・公益法人レポート・シリーズ） 
 

 

野村證券株式会社 金融公共公益法人部 〒100-8130 東京都千代田区大手町2-2-2 アーバンネット大手町ビル 

本資料に含まれる情報がもたらす一切の影響、本資料の内容に関する正確性、妥当性、法務上のコンプライアンス等につきましては、野村證券はその責を一切負いません。
本資料中の記載内容における各種法令・規則等は随時改定されますので、あくまでも参考資料としてお取り扱いください。また、記載内容における法令・規則及び表現等
の欠落・誤謬などにつきましては、野村證券はその責を一切負いません。本資料は、貴社が経営判断を行うに際して参考となると考えられる情報の提供を目的としたもの
です。経営判断における最終意思決定は貴社自身で行われるものであり、野村證券はこれに対する意見または判断を表明するものではありません。本資料のご利用に際し
ては、弁護士、公認会計士等にあらかじめその内容をご確認ください。 

(寄稿)  
 

病院不動産を対象とするリートのガイドラインについて  

 

 

 

 

平成 26 年 6 月 27 日に「高齢者向け住宅等を対象とするヘルスケアリートの活

用に係るガイドライン」が公表されました。そして、本年 6 月 26 日に「病院不動産を

対象とするリートに係るガイドライン」が国土交通省から公表され、これでヘルスケ

ア施設に関係するガイドラインが出揃ったことになります。 

 

リートとは、不動産投資信託（REIT; Real Estate Investment Trust）のことで金融

商品の一つです。日本において、上場リートは Japan の頭文字をとって“J-REIT”と

呼ばれています。 

 

病院運営者がリートを活用する場合、これまで自ら保有する土地・建物をリート

に売却し、賃貸借契約に基づき使用し賃料を払うこととなります。つまり、リートを

病院が活用することの意義は、土地・建物の売却により資金を調達することにあり、

銀行借り入れ中心の資金調達に新たな選択肢が加わったことになります。 

 

本ガイドラインは、今後の病床機能分化に対応するための施設改修費用等病

院の資金調達ニーズを満たすため、病院を対象とするヘルスケアリートの普及を

視野に入れた取組を進める必要があるとの産業競争力会議医療・介護等分科会

の中間整理（平成 25 年 12 月 26 日）を踏まえて、国土交通省「病院等を対象とす

るヘルスケアリートの活用に係るガイドライン検討委員会」で議論が行われた結果、

策定されました。 

 

医療業界としては、医療の非営利性を担保する手段が課題であり、リート側か

ら見れば、医療制度が大きく変化する中で、病院運営者が長期安定的に施設を運

営できる能力を有するかをどのように判断するかが課題です。ガイドライン検討委

員会では、リート側と医療業界側双方の懸念点を洗い出す体制を整えた上で議論

が行われました。その結果、ガイドラインでは、資産運用会社に求められる体制や、

病院関係者とリートとの信頼関係の構築を行う枠組み等が定められました。 

 

本稿は、国土交通省 土地・建設産業局 不動産市場整備課 不動産投資市場

整備室 課長補佐 松野 憲治氏に寄稿いただき、資産運用会社が病院事業の特

性を理解し、病院運営者とのパートナーシップを構築するために必要な資産運用

会社の能力など、ガイドライン策定に至るまでの検討会の議論を論点ごとに解説

いただきました。 

 

人口構造の変化など、地域単位での外部環境の変化が大きく、今後、病院再

編の必要性に迫られた地域も顕在化すると予想されます。リートを活用しうる機会

も増えてくると考えられます。資金調達の手段の一つとして活用を検討されてはい

かがでしょうか。 

 

(市川) 
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